






ガス警報器工業会（以下ＧＫＫ）は今年で創立50周年の節
目を迎えます。そこで2024年11月27日、都内で「ガス警報器
工業会創立50周年記念対談」を開催しました。ＧＫＫ髙橋良典
会長と警報器の第三者検定機関である特別民間法人 高圧ガ
ス保安協会（以下ＫＨＫ）の近藤賢二会長との記念対談を企画
しました。50年を振り返って、現状の両機関の取り組みと連携、
将来への展望　　などについて両会長の熱い思いをお話いた
だきました。事故撲滅には警報器が必要不可欠、国内はもとよ
り海外まで普及させなくてはならない、今後とも協力関係をよ
り強いものとするなど意見が一致。ガス警報器の社会的役割を
見つめ直す契機となることを期待したい。本稿ではその詳細を
お届けします。

　　私は司会を務めさせていただきます眞田と申します。「ＧＫ
Ｋ創立50周年記念事業分科会」の主査として全体企画を担当
しています。どうぞよろしくお願いします。
※冒頭、GKK権藤浩専務理事によるＬＰガスの草創期からの歴
史説明（略、グラフ参照）

よりよい警報器を市場に
　　50年を振り返って
髙橋 ＫＨＫの皆さまのおかげで警報器業界は50年間、大

過なく過ごすことができました。これもひとえに検定業務をして

いただいているＫＨＫのおかげです。今後もＫＨＫとしっかり協
力してよりよい警報器が市場に出るようにしたいです。
　私の父は岡山の山間部の生まれで煮炊きは炭薪であったと
記憶しています。小学校時代は夏に父の実家に預けられまし
た。ごはんはかまどで、おかずはＬＰガスで煮炊きをしていまし
た。伯父が数カ月おきにスクーターで麓のＬＰガス販売店で小
さな容器を買ってきて取り付けていました。子供心に「大変だ
な」と他人事のように思っていました。
　社会人になりＬＰガスに携わる仕事に就くとは思ってもいな
かったですね。その当時は炭薪からＬＰガスへ変化が大きく進
んだ時代でした。今、アジアでは各家庭の台所が炭薪のところ
も多いです。アジアの諸国でも日本のように今後ＬＰガスに変わ
っていくのではないでしょうか。

　私の最初の仕事は一酸化炭素
（以下ＣＯ）警報器の仕事でした。
当時、鉄鋼関係ではＣＯ中毒事故
で亡くなる方が多く、これを防止
するために警報器を作るようにな
りました。それが、私が警報器に出
会った最初でした。
残念ながら産業界ではＣＯ中毒

事故が数多く発生していますが、
ＣＯ中毒事故は家庭内でも起こり
得ます。燃えるものがあって完全燃
焼しなければＣＯが発生します。
　さらに日本のみならず世界中で
ＣＯ中毒事故が起こっています。こ
れをなくしたいと思い仕事に邁進
してきました。2017年ＧＫＫの会
長に就任しＣＯ中毒事故撲滅が

ライフワークになりました。
　時代は少し戻りますが90
年代後半、ＣＯ検知機能付
き家庭用ガス警報器が開発
されました。ガス安全高度化
計画のアクションプランで書
かれているので、普及活動を
しっかりしていきます。ＫＨＫ
のような安全を担保する第
三者機関があることは安心
で心強いかぎりです。胸を張
って普及活動に邁進します。

今後ともよい関係性を継続したいと思います。ＧＫＫは節目の
50周年を迎えますが、今後60年、70年、さらには１世紀と関係
を継続していきたいですね。

ＧＫＫとスクラムを組んで
近藤 炭薪時代のお話を伺って面白かったですが、私の家も
風呂は薪を使っていたことを今でも覚えています。オガクズを固
めたオガライトを使って風呂を沸かしていたことも思い出しまし
た。髙橋会長とは同世代ですから。ＫＨＫは創立60年でＧＫＫ
は50周年。今後もしっかりとスクラムを組んでＣＯ中毒事故の
撲滅を実現していきたいです。
　私は経済産業省（当時通商産業省）に入省し、土光敏夫氏の
第二次臨時行政調査会の当時、官房総務課で働いていました。
初めてＫＨＫを認識したのは、この時です。権藤専務理事からお
話があった死傷事故を受け保安は重要と感じました。1980年
の静岡駅前、1983年のつま恋の事故のことは良く覚えていま
すし、ＫＨＫ会長に就任直後の2020年の郡山での事故を経験
しましたが、改めて事故は起こしてはいけない、決して死者は出
してはいけないと強く思いました。
もう一度みんなで安全性についてしっかり認識していきたい

と思っています。現在、事故件数は減少しているものの高止まり
傾向でありますし、残念ながらガス警報器やＣＯ警報器の普及
率は横ばいです。これは由々しきことなんです。改めて警報器を
一層普及させることが重要であると声を大にしたいと思います。
今、ガスを取り巻く環境が大きく動いております。これに関連

して３点お話しします。一つ目は、第７次エネルギー基本計画で
す。ＬＰガスは災害に強い緊急時や災害時の“最後の砦”と明記
されており、有用性を見直しきちんとした位置付けにしていただ
きたいと思います。
　二つ目は、地球温暖化対策計画の見直しです。米国ではトラ
ンプ政権になり、環境問題に関しての政策がどうなるか不透明
ですが、我々は2050年カーボンニュートラル（ＣＮ）に向け、さ
まざまなことをしていこうと考えています。その計画原案が
2024年12月に出ました。
　思い返せば24年の夏の暑さは異常でした。私の自宅でミカ
ンを育てているのですが、あまりの暑さにミカンの木の葉が焼
けてミカンが実らないのです。昔は寒くて北海道では米が穫れ
なかったのに、今では北海道でも米がたくさん穫れるようにな
りました。今や北海道は米の一大生産地です。今までこんなこと

はありませんでした。地球温
暖化は由々しき問題なんで
す。日本が温室効果ガス排
出を削減することは大切な
ことですが、同時に諸外国に
技術を提供して発展途上国
をしっかり支援することが大
切だと思います。
三つ目は、ＣＯ２を減らす

ため、カーボンプライシング
をすること。カーボン（Ｃ）に
ついて税金をかける。それで
抑制し税金をかけてＣＯ２排出を削減し、得られた税金を使って
ＣＯ２削減策に活用する考え方です。この三つをまとめたうえで、
グリーントランスフォーメ―ション（ＧＸ）の動きになるのです。
　こういった我々がこれまで地道に60年間やってきたことがさ
らに一段進もうとしているんです。その具体策が24年の通常国
会で成立した水素社会推進法とＣＣＳ事業法の２本の法律で
す。水素社会推進法は、水素を活用してＣＯ２を減らしていく方
向にこれから動いていこうという法律で、水素が本格的にいくつ
もの事業として成立するころには新たな法律、水素事業法のよ
うなものを次のステップとしてもう一度作ることになると思って
います。
　ＫＨＫは皆さまと協力しながら水電解装置の基準（ＫＨＫＳ：
ＫＨＫスタンダード）を作りました。このＫＨＫＳは、水素社会推
進法の国会審議の最中から議論をスタートさせて９月に出来
上がりました。ＫＨＫでは世界に先駆けて対応をしましたが、水
素だけでなくガス警報器関係でも世界標準を作る気概を持つ
ことが重要ではないでしょうか。これができるのはＧＫＫだけ。
皆さまの動きがガス業界の重要な基礎になります。今、髙橋会
長から「力を合わせ一緒にやっていこう」との呼びかけがありま
したが、その通りです。事故ゼロに向け強力に、そして全面的に
協力してまいりましょう。

世界に発信するＧＫＫに期待
　　第七次エネルギー基本計画案が公表されましたが、これ
を機にさらなる技術革新が進むと思いますが…。
近藤　世界情勢を見ると日本ほどガス警報器が普及してい

る国はありません。これを発展途上国に輸出していくことが海
外での安全を確立させることにつながるのではないでしょうか。
　途上国も含めてエネルギー源が多様化していきます。さまざ
まなエネルギーがありますが、事故が起きないような仕組みが
重要です。その意味でガス警報器は大切なアイテムです。ＧＫＫ
は世界に広がる仕事、広げていくべき仕事と思います。
　ＫＨＫでも、韓国、ＥＵ、台湾など交流の輪も広げています。Ｇ
ＫＫに期待することは、より新しい、優れた技術を開発し世界に
広げ、それを世界標準にして事故、死傷者を減らして社会貢献
をしてほしいということです。重要な役割を担っているので期待
しています。

警報器の普及を通じ
社会に貢献

髙橋 良典会長 近藤 賢二会長
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警報器を通じ社会貢献を
髙橋 その通りですね。現在、日本は消費先でのガス事故は

ゼロではないものの死者はゼロベース。1970年代は60～70人
の方が亡くなっていましたが、今はまれに年により爆発火災など
で亡くなるケースがある程度です。こんな国は他にないですよ。
　仕事柄海外に行く機会がありますが、先進国でもガス事故で
毎年20～30人が亡くなっています。日本のガスの家庭の安全
技術は警報器だけでなく、燃焼器、システムを含めてもっと世界
に発信していく必要があります。
　日本以外の先進国では事故防止は自己責任が主体なので日
本とは違います。日本は行政や業界が一緒になり事故撲滅をし
ようとしてきた結果が今出ています。このやり方を採用しないと
事故ゼロにならないのではないかと話しますが他国はそれがな
かなか通じないのです。海外にもガス警報器を広めることで国
際貢献をしていきたいと思います。
近藤　諸外国はやはり事故について自己責任論になってい

ることが多いのです。各国政府は事故を自己責任というエクス
キューズにしていることが大きな問題なんです。日本の手法を海
外に伝えることは重要なことです。ＫＨＫには各国の要人や保
安担当者が訪ねてこられます。ＫＨＫで勉強して自国に戻り、力
を大いに発揮している人も多くいます。台湾からＫＨＫに来て勉
強し、中華民国工業安全衛生協会（ＩＳＨＡ）の理事長をしてい
る方もいらっしゃいます。
　地味ですが一つひとつやっていくことが大切なんです。日本の
ルールを世界に発信していくことが重要です。水素の基準も日
本のルールを世界標準にしたいと思い、水素に関するＩＳＯの
国際会議にも職員を派遣し議論しさまざまな提案をしていま
す。ＧＫＫにはこれまで実行してきた多くの実績があります。その
実績を世界に広めていただきたいと思っています。
髙橋　最近感動したことがありました。ＵＬの都市ガス設置

マニュアルにＧＫＫが作った都市ガスの設置マニュアルが参考
文献として載っているのです。日本は過去の経験を海外に伝え
ることは重要なことです。ＧＫＫでもガス警報器の使用方法の
英語版を作っていますが、これが国際標準になればいいと考え
ています。
近藤　「Slow and steady wins the race」という言葉があ

りますが、ゆっくりとでも着実に進んで勝利に到達しようという
ことです。

国際的な警報器普及に尽力
　　今後の取り組みについていかがですか。
髙橋　経済産業省ガス安全室の「液化石油ガス安全高度化

計画2030」で、死者をゼロにしようとしています。ＧＫＫの任務
は機器の高度化と普及を進めることで、これに向けて一生懸命
取り組んでいきます。各都道府県のＬＰガス協会にも積極的に
当工業会の取り組みを広報していきたいと考えています。
　ＬＰガスの警報器普及率は残念ながら下がり気味。技術的
高度化の中で100Ｖ電源ではなく電池式で設置できればさら
に普及するのではないでしょうか。電池で動かすようになると消
費電力をいかに抑えるかがポイントとなります。最も電力を使う

センサ部分を最小化すると消費電力が当然減りますが、本来の
ガス検知に支障がないのか、ボーダーラインの基準を作らなく
てはいけません。
　また、欧州では実験段階ですが、メタンに水素を混ぜて家庭
に供給しており、これに対する警報器を提供しているメーカー
もあります。ＧＫＫの技術委員会でも活発に議論を進めていま
す。これを加速化し２、３年後にも基準を作って普及につなげた
いですね。

世界的ルールを率先して作りたい
近藤　電池式は重要です。日本の場合は電池、100Ｖ電源の

どちらでも大丈夫ですが、インドでは電気が通っていないところ
がたくさんあります。そのため電池式と電源式の双方があると
便利です。インドで電気の通っていないところでも電池式の警
報器があれば利用できるからです。そこで大事なことは省エネ
型で、長時間もつものであることだと思います。
　水素は圧力によって扱い方が違ってきます。例えば水素に圧
力をかけると金属が脆化し弱くなってしまう。これをどうするか
が課題です。また、水素は酸素と一緒になると大爆発を起こし
ます。大爆発防止のため水素センサは必要不可欠です。水素セ
ンサ機器も早く開発していただきたいと思います。
　日本は地震大国なので地震が何百年も起こっていない国と
は違います。安全についての水素の技術基準を作るにしても相
当慎重に考えることが必要です。しかし、同時にできるだけ早く
議論を進めないといけません。早めの対応が重要です。
　私が繰り返し言っていることは「すべての予想は前倒しされ
る」ということです。「３年のうちにやるぞ」と言ったのでは間に
合わない。「10年間これでいける」というとそれはもったためし
がないということです。とにかく早く行動をおこすことです。
　今まで以上に連携を密にして力を合わせてスピード感をもっ
て一緒にやっていきたいです。
髙橋　ＧＫＫでは技術委員会が担当になります。技術委員会

にしっかりと伝えます。
近藤　研究職、営業職とか関係ないんです。方向性が決まれ

ばみんなが一緒になってやる。しかも早くする。もたもたして欧
州がルールを作ったので、それに従えと言われるようではダメ
なんです。日本が率先して世界のルールを作ることが大切だと
考えています。
　そのためには１社ごとではダメで業界一丸となってやること

が重要だと思います。「三人寄れば文殊の知恵」という言葉があ
ります。警報器メーカーは多数あり、得意不得意がありますが、
ＧＫＫとして力を合わせて進めていけば必ずできます。競争する
ことは足を引っ張ることではありません。お互いに高め合うこと
なんです。それができるのは日本だけで、それが日本の強みでは
ないでしょうか。
髙橋　日本だけではなく世界を見通すことが重要です。国際

標準にするため日本がイニシアティブを取る気概が大切です。
産業用ガス検知警報器工業会では国際電気標準会議（ＩＥＣ）
に担当者を派遣しています。
ＧＫＫも都市ガスの電池式警報器を売り出しており、水素基準
でも日本が主導権を取り国際標準を固めることを早くしないとい
けないですね。そのためにＧＫＫはＫＨＫと一緒に進みたいです。
近藤　私はＫＨＫ会長に就任する前に三菱電機の開発本部

長をしていたのですが、その際、ＩＥＣの世界大会を日本で開催
し、ホストしました。そのとき開発本部長の前任者をＩＥＣの副
会長に就いてもらいました。世界の標準作りでも日本が主導す
ることはできるんです。こういったことには長年の積み重ねがあ
り時間もかかりますが継続することが重要で、ルールをどのよう
に作るかから始めなくてはなりません。
　今の若い世代は我々の世代と違い、英語は平気という人も多
いし翻訳機もあるので、国際会議にもどんどん若い優秀な人材
を派遣して経験を積ませてほしいですね。国際会議出席は１カ
月近くかかるのでコストはかかりますが、これが将来につながり
ます。そして業界全体として成果が出てきます。競争しながら高
め合う関係性が大切です。

今が頑張りどころ チャンスあり
　　将来展望についていかがですか。
近藤　今までのことは当然きちんとやらなくてはならないで

すね。新たなテーマとして水素が出てきています。そう簡単に世
の中の燃料が水素に変わるわけではありません。水素だけを使
うのではなく、家庭用でもＬＰＧ、ＬＮＧに水素を加えてＣＯ２排
出を減らそうという研究をしていますが、今やっていることがビ
ジネスのベースロードなんです。
　研究開発では５年先は見ますが、その先はなかなか見えませ
ん。見えない時は2050年の姿を想像し、思い切って2050年ま
で飛んでみて、そこから2025年を振り返るのです。それなら、例
えば2050年にいくためには2040年には途中こことここを通ら
なくてはならないとバックキャストしながら考えてみることが必
要です。
　開発についても同様です。水素について言うと、今、我々は富
士山の裾野にいるようなものです。今後どのルートで登るかは
これから考え、歩き始めるのです。短期・中期・長期のスパンで
考えてほしいと思っています。大学やベンチャーなどが破壊的
技術を出してきた際にも取り込んで役立ててほしいと思います。
2050年を見た場合、これからの25年は時代が大幅に変わって
いくと思います。

水素の警報器も視野に入れ
髙橋　日本の企業は水素にもっと力を入れるべきと考えま

す。理由は水素は将来的に安価で手に入る可能性を秘めてい
るからです。経済安全保障の観点からも水素は重要なエネルギ
ー源になります。
　おそらく多くの企業の研究部門で、海水からいかにして安い
水素を作るかの研究をやっているのではないでしょうか。2030
年を過ぎたころが間違いなく変革点になると思います。水素を
エネルギーに利用できて現在のコストの10分の１以下になっ
たら、日本は世界のリーダーになってもおかしくありません。
近藤　世界の経済では、日本のＧＤＰは1968年から20年

近く米国に続いて２位でした。ところが2010年中国に抜かれ３
位に、2023年にはドイツにも抜かれ４位になりました。後ろを
振り返るとインドがおり、50年の姿を予想すると１位中国、２位
米国、３位インド、４位インドネシア…。日本は６位か７位になっ
てしまいます。今が辛抱のしどころです。
　現在の統計は人口を中心にしているので、日本は１億２千万
人で人口でいうと世界12位です。これから人口減少の時代に
入ってどうするか考えないといけないと思います。しかし私は悲
観している訳ではありません。
　日本は負けっぱなしではないと思います。今が頑張りどころ
で、人と違うことをすることで何か新しいものが生まれると信じ
ています。技術でリードしていくことが、人口減の日本が世界の
中で堂 と々生きていく大事な道です。チャンスは大いにあるんで
す。これからもＧＫＫとＫＨＫがスクラムを組んで、しっかり前進
していきましょう。
　　本日は貴重な話をお伺いいたしました。楽しい対談になり
ました。ありがとうございました。

近藤 賢二会長 特別民間法人 高圧ガス保安協会

経済産業省商務情報政策局長、内閣官房内閣審議官・知的財産戦
略推進事務局長、三菱電機株式会社専務執行役開発本部長など
を歴任後、2019年７月に特別民間法人高圧ガス保安協会会長に
着任。効率的かつ合理的な業務運営を推進するとともに、時代に
適応した組織改革に取り組み、改正高圧ガス保安法や水素社会推
進法及びＣＣＳ事業法の成立に尽力した。

髙橋 良典会長 ガス警報器工業会

新コスモス電機株式会社入社後、ＣＯ警報器など研究・開発に尽
力。2017年、新コスモス電機株式会社代表取締役社長に就任し、
同年ガス警報器工業会会長に着任。経営者として「センサテクノロ
ジーで、安全・安心・快適な環境創りに貢献する」を信念に「人々の
安全のために追い続ける使命とは」と探求する。国内はもとより海
外でのガス警報器の普及促進も積極的に牽引している。2022年、
黄綬褒章受章。
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警報器を通じ社会貢献を
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技術トピックス

我が国で家庭用ガス警報器が本格的に販売開始されてから今年で54年が経ちましたが、LPガスが一般家庭に普及し始め

た当時は火災やガス事故が増加し社会問題となりました。

ガス事故の多くは「点火したつもり」のうっかりミスや吹きこぼれ等によるもので、家庭用ガス警報器は目に見えないガス

漏れをすばやく検知し、ブザーや音声でお知らせすることができることから、ガス事故撲滅に寄与することを目的に、1969年

にLPガス用警報器から普及が始まり、その後都市ガス用警報器、不完全燃焼排ガス（一酸化炭素）用警報器、火災警報器が

開発、発売され、ご家庭の安全・安心に大きく貢献してきました。

一方、家庭用ガス警報器を設置しない理由として

・ちょうど良い場所にコンセントがない

　・定められる場所に設置しようとすると、電源式ではコードの見映えが良くない

　・電気的な配線が専門的で難しい

と言ったお声がありました。

また、都市ガス警報器の普及率は40%前後で横ばいであったことから、

お客さまの声を反映しながら、普及率向上に向けた小型でスマートなデザ

イン、設置時の電源コードの見映えに影響が少ない電池駆動式の都市ガス

警報器の開発に着手しました。

しかし、都市ガス警報器を電池の交換をせず何年も駆動させるために

は、消費電力を電源式タイプのものよりおよそ1/1000程度に抑える必要

があり、最も電力を消費するガスセンサの超省電力化を実現するため、よ

り小さく薄くする「薄膜化」が求められました。このガスセンサの「薄膜

化」は、さまざまなメーカーが取り組み、どこも成功していませんでした

が、実験を続けていたある日、圧力換算ミスからできた薄膜が都市ガスの主成分であるメタンガスに対する感度が非常に高

いことが分かりました。まさに「偶然の発見」が、世界初の薄膜を用いた警報器用センサ技術の近道となり、2020年に有効期

限5年として発売されました。今後はLPガス用の電池駆動式警報器の開発が期待されます。

近年では日本の人口減少や65歳以上の高齢者増加など少子高齢化による現場作業者の減少が予測され産業構造が大きく

変わりつつあります。

また、2019年12月初旬から世間を騒がせた新型コロナウイルスにより働き方も大きく変化し、スマートフォン（無線機器）

の普及と合わせて、インターネット上での閲覧や動画配信、会議などのDX（デジタルトランスフォーメーション）化が急速に広

がりました。

ガス警報器においても、内蔵されたガスセンサでガス漏れを検知、その場でブザー音や音声でお知らせするというシンプル

な安全・安心の機能だけではなく、

はじめに

デジタル技術の活用へ

電池駆動式都市ガス警報器

①ガス警報器に通信機能を付加してインターネットにつなぐ

②ガスメーターを接続して遠隔で検針情報を取得し、トラブル

時にガスを遮断する、また、ガスの使用状況をタイムリーに確

認でき、ガス供給切れの心配が無く安心してガスをご使用頂

ける

③各種エネルギーの使用状況を把握することで、自治体と

の連携のもと高齢者の見守りサービスや健康管理が可能

など、サステナブル（持続可能）な社会の実現を目指す必要があり、すでに警報器からWi-Fiルータを介してサーバーにデータ

を送信しスマートフォンで警報器の情報が確認でき、サーバーから天気予報や防災情報が配信される音声サービス機能を有し

た都市ガス用警報器が、2020年に発売されています。

また、経済産業省の委託事業であるＬ

Ｐガス保安規制の高度化・合理化に向け

た検討調査委員会において、福島県郡山

市ガス爆発事故のような事故を防ぐ取り

組みの一つとして、ガスメーターとガス警

報器の連動接続が考えられ、連動を促進

するための『Uバス無線連動仕様』が提案

され、関係3団体（JUTA（NPO法人テレ

メータリング推進協議会）、JGIA（日本ガスメーター工業会）、GKK（ガス警報器工業会））で協議、検討を進めています。

「Uバス」とは、情報量増大に対応するため通信を高速化するとともにバス配線により複数の通信機器を並列配線すること

を可能とした新しい通信方式のことです。さらに、「Uバスエア」（ガスメーター間をマルチホップ通信により中継する

920MHz帯を使用した超低消費電力を実現した近距離無線通信方式）を使用することで、無線端末間でデータをバケツリ

レーのように転送することが可能です。また、網の目のようなメッシュ型の無線ネットワークを構築することも可能で、通信環

境が悪化した際にデータ転送経路を迂回させることができ、より高い通信品質を実現しています。

お客さま宅内で警報することが主であるガス警報器が、デジタル技術の応用で飛躍的な進歩を遂げています。これからも

デジタル技術で安全・安心を支え、我々はガス警報器で人々の暮らしの安全・安心に貢献して参ります。

0
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ガス事故の多くは「点火したつもり」のうっかりミスや吹きこぼれ等によるもので、家庭用ガス警報器は目に見えないガス

漏れをすばやく検知し、ブザーや音声でお知らせすることができることから、ガス事故撲滅に寄与することを目的に、1969年

にLPガス用警報器から普及が始まり、その後都市ガス用警報器、不完全燃焼排ガス（一酸化炭素）用警報器、火災警報器が

開発、発売され、ご家庭の安全・安心に大きく貢献してきました。

一方、家庭用ガス警報器を設置しない理由として

・ちょうど良い場所にコンセントがない

　・定められる場所に設置しようとすると、電源式ではコードの見映えが良くない

　・電気的な配線が専門的で難しい

と言ったお声がありました。

また、都市ガス警報器の普及率は40%前後で横ばいであったことから、

お客さまの声を反映しながら、普及率向上に向けた小型でスマートなデザ

イン、設置時の電源コードの見映えに影響が少ない電池駆動式の都市ガス

警報器の開発に着手しました。

しかし、都市ガス警報器を電池の交換をせず何年も駆動させるために

は、消費電力を電源式タイプのものよりおよそ1/1000程度に抑える必要

があり、最も電力を消費するガスセンサの超省電力化を実現するため、よ

り小さく薄くする「薄膜化」が求められました。このガスセンサの「薄膜

化」は、さまざまなメーカーが取り組み、どこも成功していませんでした

が、実験を続けていたある日、圧力換算ミスからできた薄膜が都市ガスの主成分であるメタンガスに対する感度が非常に高

いことが分かりました。まさに「偶然の発見」が、世界初の薄膜を用いた警報器用センサ技術の近道となり、2020年に有効期

限5年として発売されました。今後はLPガス用の電池駆動式警報器の開発が期待されます。

近年では日本の人口減少や65歳以上の高齢者増加など少子高齢化による現場作業者の減少が予測され産業構造が大きく

変わりつつあります。

また、2019年12月初旬から世間を騒がせた新型コロナウイルスにより働き方も大きく変化し、スマートフォン（無線機器）

の普及と合わせて、インターネット上での閲覧や動画配信、会議などのDX（デジタルトランスフォーメーション）化が急速に広

がりました。

ガス警報器においても、内蔵されたガスセンサでガス漏れを検知、その場でブザー音や音声でお知らせするというシンプル

な安全・安心の機能だけではなく、
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デジタル技術の活用へ

電池駆動式都市ガス警報器

①ガス警報器に通信機能を付加してインターネットにつなぐ

②ガスメーターを接続して遠隔で検針情報を取得し、トラブル

時にガスを遮断する、また、ガスの使用状況をタイムリーに確

認でき、ガス供給切れの心配が無く安心してガスをご使用頂

ける

③各種エネルギーの使用状況を把握することで、自治体と

の連携のもと高齢者の見守りサービスや健康管理が可能

など、サステナブル（持続可能）な社会の実現を目指す必要があり、すでに警報器からWi-Fiルータを介してサーバーにデータ

を送信しスマートフォンで警報器の情報が確認でき、サーバーから天気予報や防災情報が配信される音声サービス機能を有し

た都市ガス用警報器が、2020年に発売されています。

また、経済産業省の委託事業であるＬ

Ｐガス保安規制の高度化・合理化に向け

た検討調査委員会において、福島県郡山

市ガス爆発事故のような事故を防ぐ取り

組みの一つとして、ガスメーターとガス警

報器の連動接続が考えられ、連動を促進

するための『Uバス無線連動仕様』が提案

され、関係3団体（JUTA（NPO法人テレ

メータリング推進協議会）、JGIA（日本ガスメーター工業会）、GKK（ガス警報器工業会））で協議、検討を進めています。

「Uバス」とは、情報量増大に対応するため通信を高速化するとともにバス配線により複数の通信機器を並列配線すること

を可能とした新しい通信方式のことです。さらに、「Uバスエア」（ガスメーター間をマルチホップ通信により中継する

920MHz帯を使用した超低消費電力を実現した近距離無線通信方式）を使用することで、無線端末間でデータをバケツリ

レーのように転送することが可能です。また、網の目のようなメッシュ型の無線ネットワークを構築することも可能で、通信環

境が悪化した際にデータ転送経路を迂回させることができ、より高い通信品質を実現しています。

お客さま宅内で警報することが主であるガス警報器が、デジタル技術の応用で飛躍的な進歩を遂げています。これからも

デジタル技術で安全・安心を支え、我々はガス警報器で人々の暮らしの安全・安心に貢献して参ります。
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編集後記
主査としてガス警報器工業会の創立50周年記念誌を担当させていただき、誠に光栄でありました。これまでの50年間にわ

たりガス警報器の分野での技術革新と安全への取り組みが評価され、現在の高い普及率に繋がっているものと考えています。

その歴史を振り返り、感慨深い思いに包まれます。

はじめに、ガス警報器工業会の会員各社と創立50周年記念事業分科会のメンバーに深く感謝申し上げます。

皆様の情熱と協力なしには記念誌の発刊は出来ませんでした。皆様、本当にありがとうございます。50年にわたり共に歩ん

できたことを誇りに思います。

また、ガス業界の企業や団体とのパートナーシップが築かれ、その協力によってさまざまなプロジェクトが成功裡に進行し

ました。共通の目標に向けて力を合わせることができたことに深く感謝いたします。

そして、変化し続ける社会環境に適応する柔軟性と先見の明を持ち続けたことで、我々は業界の中での存在感を確立して

まいりました。これも、絶え間ない努力と創造力に裏打ちされた結果です。

最後に、記念誌の制作に携わったすべての関係者に心から感謝いたします。執筆者、編集スタッフ、デザイナー、協力いただ

いた企業、団体様など、多岐にわたるご支援に感謝の意を表します。

これからもガス警報器工業会は技術の向上と社会への貢献を重視し、安全・安心な未来を築くために邁進していくことを

お約束いたします。皆様のご支援と協力に感謝申し上げつつ、これからの50年にわたる更なる発展に期待を寄せています。

創立50周年記念事業分科会

　主査　眞田 直明

GKK創立初期の警報器（1970年代、1980年代）

現在のLPガス警報器種類（各社ラインアップ）

現在の都市ガス警報器種類（各社ラインアップ）

一般財団法人
日本ガス機器検査協会
HPはこちら

特別民間法人
高圧ガス保安協会
HPはこちら

写真提供：特別民間法人 高圧ガス保安協会

増田委員 奥野委員 隈部委員 金光委員 小澤委員山田委員

長井委員 権藤委員 眞田主査 小林委員 足澤委員
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■会員会社

会社名

愛知時計電機株式会社

アイホン株式会社

アズビル金門株式会社

岩谷産業株式会社

株式会社桂精機製作所

新コスモス電機株式会社

ＮＩＳＳＨＡエフアイエス株式会社

ニッタン株式会社

根本特殊化学株式会社

能美防災株式会社

パナソニック株式会社

フィガロ技研株式会社

ホーチキ株式会社

矢崎エナジーシステム株式会社

理研計器株式会社

リコーエレメックス株式会社

URL

www.aichitokei.co.jp/

www.aiphone.co.jp/

ak.azbil.com/

www.iwatani.co.jp/

www.katsuraseiki.co.jp/

www.new-cosmos.co.jp/

www.fisinc.co.jp/

www.nittan.com/

www.nemoto.co.jp

www.nohmi.co.jp

www.panasonic.co.jp/ew/

www.figaro.co.jp/

www.hochiki.co.jp/

www.yazaki-group.com/

www.rikenkeiki.co.jp/

www.ricohelemex.co.jp/

会社名50音順　令和7年（2025年）3月現在

2025.05.2000

この10年の歩み

ガス警報器工業会
〒105-0001 東京都港区虎ノ門1丁目16番4号 アーバン虎ノ門ビル4階 
TEL. 03-5157-4777    FAX. 03-3597-2717
URL: https://www.gkk.gr.jp


